
（様式５） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 
審査基準（申請に対する処分関係）                        

資料番号 ６ 担当課 経営支援課 

法令名 
中小企業における経営の承継

の円滑化に関する法律施行規

則 
根拠条項 １２ 

許認可等

の内容 
認定後の年次報告等の確認 

１ 根拠規定 
◆中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律 
 （経済産業大臣の認定） 
 第十二条 次の各号に掲げる者は、当該各号に該当することについて、経済産業大臣の認定を

受けることができる。 
 一 会社である中小企業者（金融商品取引法第二条第十六項に規定する金融商品取引所に上場

されている株式又は同法第六十七条の十一第一項の店頭売買有価証券登録原簿に登録されて

いる株式を発行している株式会社を除く。））の申請に基づき、当該中小企業の代表者の死亡

等に起因する経営の承継に伴い、死亡したその代表者（代表者であった者を含む。）又は退任

したその代表者の資産のうち当該中小企業者の事業の実施に不可欠なものを取得するために

多額の費用を要することその他経済産業省令で定める事由が生じているため、当該中小企業

者の事業活動の継続に支障が生じていること。 
 
二 個人である中小企業者 他の個人である中小企業者の死亡等に起因する当該他の個人であ

る中小企業者が営んでいた事業の経営の承継に伴い、当該他の個人である中小企業者の資産

のうち当該個人である中小企業者の事業の実施に不可欠なものを取得するために多額の費用

を要することその他経済産業省令で定める事由が生じているため、当該個人である中小企業

者の事業活動の継続に支障が生じていると認められること。 
２ 前項の認定に関し必要な事項は、経済産業省令で定める。 
 
◆中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行令 
 （都道府県が処理する事務） 
第二条 法第十二条第一項及び第十五条第一項に規定する経済産業大臣の権限に属する事務は、

中小企業者の主たる事務所の所在地を管轄する都道府県知事が行うこととする。 
 
２ 許認可等の基準 
◆中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則 
（報告）  
第十二条  第一種特別贈与認定中小企業者は、当該認定に係る贈与に係る贈与税申告期限から

五年間、当該贈与税申告期限の翌日から起算して一年を経過するごとの日（以下「第一種贈与

報告基準日」という。）の翌日から三月を経過する日までに、次に掲げる事項を都道府県知事

に報告しなければならない。  
一  第一種贈与報告基準期間（当該第一種贈与報告基準日の属する年の前年の第一種贈与報告

基準日（これに当たる日がないときは、第一種贈与認定申請基準日。以下同じ。）の翌日から

当該第一種贈与報告基準日までの間をいう。以下同じ。）における代表者の氏名  
二  当該第一種贈与報告基準日における常時使用する従業員の数  
三  第一種贈与報告基準期間における当該第一種特別贈与認定中小企業者の株主又は社員の

氏名及びこれらの者が有する株式等に係る議決権の数  
 



 
四  第一種贈与報告基準期間において、当該第一種特別贈与認定中小企業者が上場会社等又は風

俗営業会社のいずれにも該当しないこと。  
五  第一種贈与報告基準期間において、当該第一種特別贈与認定中小企業者が資産保有型会社に

該当しないこと。  
六  第一種贈与報告基準事業年度（当該第一種贈与報告基準日の属する年の前年の第一種贈与報

告基準日の翌日の属する事業年度から当該第一種贈与報告基準日の翌日の属する事業年度の直

前の事業年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）においていずれも当該第一種特別贈与認定

中小企業者が資産運用型会社に該当しないこと。  
七  第一種贈与報告基準事業年度における当該第一種特別贈与認定中小企業者の総収入金額  
八  第一種贈与報告基準期間において、当該第一種特別贈与認定中小企業者の特定特別子会社が

風俗営業会社に該当しないこと。  
２  前項の報告をしようとする第一種特別贈与認定中小企業者は、様式第十一による報告書に、当

該報告書の写し一通及び次に掲げる書類を添付して、都道府県知事に提出するものとする。  
一  第一種贈与報告基準日における当該第一種特別贈与認定中小企業者の定款の写し  
二  登記事項証明書（第一種贈与報告基準日以後に作成されたものに限る。）  
三  当該第一種特別贈与認定中小企業者が株式会社である場合にあっては、第一種贈与報告基準

日における当該第一種特別贈与認定中小企業者の株主名簿の写し  
四  第一種贈与報告基準日における当該第一種特別贈与認定中小企業者の従業員数証明書  
五  当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種贈与報告基準事業年度の会社法第四百三十五条

第二項 又は第六百十七条第二項 に規定する書類その他これらに類する書類  
六  第一種贈与報告基準期間において、当該第一種特別贈与認定中小企業者が上場会社等又は風

俗営業会社のいずれにも該当しない旨の誓約書  
七  第一種贈与報告基準期間において、当該第一種特別贈与認定中小企業者の特定特別子会社が

風俗営業会社に該当しない旨の誓約書  
八  前各号に掲げるもののほか、前項各号に掲げる事項に関し参考となる書類 
３  第一種特別相続認定中小企業者は、当該認定に係る相続に係る相続税申告期限から五年間、当

該相続税申告期限の翌日から起算して一年を経過するごとの日（以下「第一種相続報告基準日」

という。）の翌日から三月を経過する日までに、次に掲げる事項を都道府県知事に報告しなければ

ならない。 
一  第一種相続報告基準期間（当該第一種相続報告基準日の属する年の前年の第一種相続報告基

準日（これに当たる日がないときは、第一種相続認定申請基準日。以下同じ。）の翌日から当該

第一種相続報告基準日までの間をいう。以下同じ。）における代表者の氏名 
二  当該第一種相続報告基準日における常時使用する従業員の数  
三  第一種相続報告基準期間における当該第一種特別相続認定中小企業者の株主又は社員の氏名

及びこれらの者が有する株式等に係る議決権の数 
四  第一種相続報告基準期間において、当該第一種特別相続認定中小企業者が上場会社等又は風

俗営業会社のいずれにも該当しないこと。  
五  第一種相続報告基準期間において、当該第一種特別相続認定中小企業者が資産保有型会社に

該当しないこと。  
六  第一種相続報告基準事業年度（当該第一種相続報告基準日の属する年の前年の第一種相続報

告基準日の翌日の属する事業年度から当該第一種相続報告基準日の翌日の属する事業年度の直

前の事業年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）においていずれも当該第一種特別相続認定

中小企業者が資産運用型会社に該当しないこと。  
七  第一種相続報告基準事業年度における当該第一種特別相続認定中小企業者の総収入金額  
八  第一種相続報告基準期間において、当該第一種特別相続認定中小企業者の特定特別子会社が

風俗営業会社に該当しないこと。  
４  前項の報告をしようとする第一種特別相続認定中小企業者は、様式第十一による報告書に、当



該報告書の写し一通及び次に掲げる書類を添付して、都道府県知事に提出するものとする。  
一  第一種相続報告基準日における当該第一種特別相続認定中小企業者の定款の写し  
二  登記事項証明書（第一種相続報告基準日以後に作成されたものに限る。）  
三  当該第一種別相続認定中小企業者が株式会社である場合にあっては、第一種相続報告基準日

における当該第一種特別相続認定中小企業者の株主名簿の写し  
四  第一種相続報告基準日における当該第一種特別相続認定中小企業者の従業員数証明書  
五  当該第一種特別相続認定中小企業者の第一種相続報告基準事業年度の会社法第四百三十五条

第二項 又は第六百十七条第二項 に規定する書類その他これらに類する書類  
六  第一種相続報告基準期間において、当該第一種特別相続認定中小企業者が上場会社等又は風

俗営業会社のいずれにも該当しない旨の誓約書  
七  第一種相続報告基準期間において、当該第一種特別相続認定中小企業者の特定特別子会社が

風俗営業会社に該当しない旨の誓約書  
八  前各号に掲げるもののほか、前項各号に掲げる事項に関し参考となる書類  

５  第一項の規定にかかわらず、第一種特別贈与認定中小企業者は、次の表の各号の上欄に掲げる

場合に該当することとなった場合（当該認定に係る贈与に係る贈与税申告期限前に当該第一種特別

贈与認定中小企業者の第一種経営承継受贈者が死亡した場合を除く。）には、当該各号の中欄に掲

げる日（以下「第一種随時贈与報告基準日」という。）の翌日から一月（第二号及び第三号の上欄

に掲げる場合に該当することとなった場合にあっては、四月）を経過する日までに、当該各号の下

欄に掲げる旨を都道府県知事に報告しなければならない。 
一 第九条第二項各号（第三

号及び第二十二号を除く。以

下この項において同じ。）のい

ずれかに該当したとき（第二

号及び第三号の上欄に掲げる

場合に該当することとなった

場合を除く。） 

第九条第二

項各号のい

ずれかに該

当した日 

第九条第二項各号のいずれかに該当したこと 

二 当該第一種経営承継受贈

者が死亡したとき 

当該第一種

経営承継受

贈者が死亡

した日 

当該第一種経営承継受贈者が死亡したこと（ただ

し、次に掲げる事項も併せて報告しなければなら

ない。） 

 イ 第一種随時贈与報告基準期間（当該第一種

随時贈与報告基準日の直前の第一種贈与報告基準

日の翌日から当該第一種随時贈与報告基準日まで

の間をいう。以下同じ。）における代表者の氏名 

 ロ 当該第一種随時贈与報告基準日における常

時使用する従業員の数 

 ハ 随時第一種贈与報告基準期間における当該



第一種特別贈与認定中小企業者の株主又は社員の

氏名及びこれらの者が有する株式等に係る議決権

の数 

 ニ 第一種随時贈与報告基準期間において、当

該第一種特別贈与認定中小企業者が上場会社等又

は風俗営業会社のいずれにも該当しないこと 

 ホ 第一種随時贈与報告基準期間において、当

該第一種特別贈与認定中小企業者が資産保有型会

社に該当しないこと 

 ヘ 第一種随時贈与報告基準事業年度（当該第

一種随時贈与報告基準日の直前の第一種贈与報告

基準日の翌日の属する事業年度から当該第一種随

時贈与報告基準日の翌日の属する事業年度の直前

の事業年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）

においていずれも当該第一種特別贈与認定中小企

業者が資産運用型会社に該当しないこと 

 ト 第一種随時贈与報告基準事業年度における

当該第一種特別贈与認定中小企業者の総収入金額 

 チ 第一種随時贈与報告基準期間において、当

該第一種特別贈与認定中小企業者の特定特別子会

社が風俗営業会社に該当しないこと 



三 当該第一種経営承継受贈

者が当該第一種特別贈与認定

中小企業者の代表者を退任し

た場合（第九条第四項各号の

いずれかに該当するに至った

場合に限る。）において、当該

第一種経営承継受贈者が当該

第一種特別贈与認定中小企業

者の認定贈与株式の全部又は

一部について法第十二条第一

項の認定に係る贈与（以下「第

一種特別贈与認定株式再贈

与」という。）をしたとき 

当該第一種

経営承継受

贈者が第一

種特別贈与

認定中小企

業者の代表

者を退任し

た日 

第一種特別贈与認定株式再贈与が生じたこと（た

だし、次に掲げる事項も併せて報告しなければな

らない。） 

 イ 第一種随時贈与報告基準期間における代表

者の氏名 

 ロ 当該第一種随時贈与報告基準日における常

時使用する従業員の数 

 ハ 第一種随時贈与報告基準期間における当該

第一種特別贈与認定中小企業者の株主又は社員の

氏名及びこれらの者が有する株式等に係る議決権

の数 

 ニ 第一種随時贈与報告基準期間において、当

該第一種特別贈与認定中小企業者が上場会社等又

は風俗営業会社のいずれにも該当しないこと 

 ホ 第一種随時贈与報告基準期間において、当

該第一種特別贈与認定中小企業者が資産保有型会

社に該当しないこと 

 ヘ 第一種随時贈与報告基準事業年度において

いずれも当該第一種特別贈与認定中小企業者が資

産運用型会社に該当しないこと 

 ト 第一種随時贈与報告基準事業年度における

当該第一種特別贈与認定中小企業者の総収入金額 

 チ 第一種随時贈与報告基準期間において、当

該第一種特別贈与認定中小企業者の特定特別子会

社が風俗営業会社に該当しないこと 

 リ 当該第一種経営承継受贈者が代表者を退任

した日 

 ヌ 当該第一種経営承継受贈者が第九条第四項

各号のいずれかに該当する事実に至ったこと 

６  前項の表の第二号及び第三号の報告をしようとする第一種特別贈与認定中小企業者は、様式第



十二による報告書に、当該報告書の写し一通及び次に掲げる書類（前項の表の第三号の報告をする

場合にあっては第一種経営承継受贈者が第九条第十項のいずれかに該当するに至った旨を証する

書類を含む。）を添付して、都道府県知事に提出するものとする。  
一  第一種随時贈与報告基準日における当該第一種特別贈与認定中小企業者の定款の写し  
二  登記事項証明書（第一種随時贈与報告基準日以後に作成されたものに限る。）  
三  当該第一種特別贈与認定中小企業者が株式会社である場合にあっては、第一種随時贈与報告

基準日における当該第一種特別贈与認定中小企業者の株主名簿の写し  
四  第一種随時贈与報告基準日における当該第一種特別贈与認定中小企業者の従業員数証明書  
五  当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種随時贈与報告基準事業年度の会社法第四百三十

五条第二項 又は第六百十七条第二項 に規定する書類その他これらに類する書類  
六  第一種随時贈与報告基準期間において、当該第一種特別贈与認定中小企業者が上場会社等又

は風俗営業会社のいずれにも該当しない旨の誓約書  
七  第一種随時贈与報告基準期間において、当該第一種特別贈与認定中小企業者の特定特別子会

社が風俗営業会社に該当しない旨の誓約書  
八  前各号に掲げるもののほか、前項各号に掲げる事項に関し参考となる書類  

７  第三項の規定にかかわらず、第一種特別相続認定中小企業者は、次の表の各号の上欄に掲げる

場合に該当することとなった場合（当該認定に係る相続に係る相続税申告期限前に当該第一種特別

相続認定中小企業者の第一種経営承継相続人が死亡した場合を除く。）には、当該各号の中欄に掲

げる日（以下「第一種随時相続報告基準日」という。）の翌日から一月（第二号及び第三号の上欄

に掲げる場合に該当することとなった場合にあっては、四月）を経過する日までに、当該各号の下

欄に掲げる旨を都道府県知事に報告しなければならない。 
一 第九条第三項各号（第三

号を除く。以下この項におい

て同じ。）のいずれかに該当

したとき（第二号及び第三号

の上欄に掲げる場合に該当

することとなった場合を除

く。） 

第九条第三項各号

のいずれかに該当

した日 

第九条第三項各号のいずれかに該当したこ

と 

二 当該第一種経営承継相

続人が死亡したとき 

当該第一種経営承

継相続人が死亡し

た日 

当該第一種経営承継相続人が死亡したこと

（ただし、次に掲げる事項も併せて報告しな

ければならない。） 

 イ 第一種随時相続報告基準期間（当該第

一種随時相続報告基準日の直前の第一種相

続報告基準日の翌日から当該第一種随時相

続報告基準日までの間をいう。以下同じ。）

における代表者の氏名 



 ロ 当該第一種随時相続報告基準日にお

ける常時使用する従業員の数 

 ハ 第一種随時相続報告基準期間におけ

る当該第一種特別相続認定中小企業者の株

主又は社員の氏名及びこれらの者が有する

株式等に係る議決権の数 

 ニ 第一種随時相続報告基準期間におい

て、当該第一種特別相続認定中小企業者が上

場会社等又は風俗営業会社のいずれにも該

当しないこと 

 ホ 第一種随時相続報告基準期間におい

て、当該第一種特別相続認定中小企業者が資

産保有型会社に該当しないこと 

 ヘ 第一種随時相続報告基準事業年度（当

該第一種随時相続報告基準日の直前の第一

種相続報告基準日の翌日の属する事業年度

から当該第一種随時相続報告基準日の翌日

の属する事業年度の直前の事業年度までの

各事業年度をいう。以下同じ。）においてい

ずれも当該第一種特別相続認定中小企業者

が資産運用型会社に該当しないこと 

 ト 第一種随時相続報告基準事業年度に

おける当該第一種特別相続認定中小企業者

の総収入金額 

 チ 第一種随時相続報告基準期間におい

て、当該第一種特別相続認定中小企業者の特

定特別子会社が風俗営業会社に該当しない

こと 

三 当該第一種経営承継相 当該第一種経営承 第一種特別相続認定株式贈与が生じたこと



続人が当該第一種特別相続

認定中小企業者の代表者を

退任した場合（第九条第十項

各号のいずれかに該当する

に至った場合に限る。）にお

いて、当該第一種経営承継相

続人が当該第一種特別相続

認定中小企業者の第一種認

定相続株式の全部又は一部

について法第十二条第一項

の認定に係る贈与（以下「第

一種特別相続認定株式贈与」

という。）をしたとき 

継相続人が第一種

特別相続認定中小

企業者の代表者を

退任した日 

（ただし、次に掲げる事項も併せて報告しな

ければならない。） 

 イ 第一種随時相続報告基準期間におけ

る代表者の氏名 

 ロ 当該第一種随時相続報告基準日にお

ける常時使用する従業員の数 

 ハ 第一種随時相続報告基準期間におけ

る当該第一種特別相続認定中小企業者の株

主又は社員の氏名及びこれらの者が有する

株式等に係る議決権の数 

 ニ 第一種随時相続報告基準期間におい

て、当該第一種特別相続認定中小企業者が上

場会社等又は風俗営業会社のいずれにも該

当しないこと 

 ホ 第一種随時相続報告基準期間におい

て、当該第一種特別相続認定中小企業者が資

産保有型会社に該当しないこと 

 ヘ 第一種随時相続報告基準事業年度に

おいていずれも当該第一種特別相続認定中

小企業者が資産運用型会社に該当しないこ

と 

 ト 第一種随時相続報告基準事業年度に

おける当該第一種特別相続認定中小企業者

の総収入金額 

 チ 第一種随時相続報告基準期間におい

て、当該第一種特別相続認定中小企業者の特

定特別子会社が風俗営業会社に該当しない

こと 

 リ 当該第一種経営承継相続人が代表者



を退任した日 

 ヌ 当該第一種経営承継相続人が第九条

第十項各号のいずれかに該当する事実に至

ったこと 

８  前項の表の第二号及び第三号の報告をしようとする第一種特別相続認定中小企業者は、様式第

十二による報告書に、当該報告書の写し一通及び次に掲げる書類（前項の表の第三号の報告をする

場合にあっては第一種経営承継相続人が第九条第十項のいずれかに該当するに至った旨を証する

書類を含む。）を添付して、都道府県知事に提出するものとする。  
一  第一種随時相続報告基準日における当該第一種特別相続認定中小企業者の定款の写し  
二  登記事項証明書（第一種随時相続報告基準日以後に作成されたものに限る。）  
三  当該第一種特別相続認定中小企業者が株式会社である場合にあっては、第一種随時相続報告

基準日における当該第一種特別相続認定中小企業者の株主名簿の写し  
四  第一種随時相続報告基準日における当該第一種特別相続認定中小企業者の従業員数証明書  
五  当該第一種特別相続認定中小企業者の第一種随時相続報告基準事業年度の会社法第四百三十

五条第二項 又は第六百十七条第二項 に規定する書類その他これらに類する書類  
六  第一種随時相続報告基準期間において、当該第一種特別相続認定中小企業者が上場会社等又

は風俗営業会社のいずれにも該当しない旨の誓約書  
七  第一種随時相続報告基準期間において、当該第一種特別相続認定中小企業者の特定特別子会

社が風俗営業会社に該当しない旨の誓約書  
八  前各号に掲げるもののほか、前項各号に掲げる事項に関し参考となる書類  

９  第一項又は第三項の規定にかかわらず、第十条第一項又は第二項の吸収合併存続会社等は、都

道府県知事に対し、合併効力発生日等の後、遅滞なく、同条第一項各号又は第二項各号に該当する

旨を報告しなければならない。この場合において、当該吸収合併存続会社等は、様式第十三による

報告書に、当該報告書の写し一通及び次に掲げる書類を添付して、都道府県知事に提出するものと

する。  
一  吸収合併契約書又は新設合併契約書の写し  
二  当該合併効力発生日等における当該吸収合併存続会社等の定款の写し  
三  当該合併効力発生日等の後の当該吸収合併存続会社等の登記事項証明書  
四  当該合併効力発生日等の直前における当該吸収合併存続会社及び吸収合併消滅会社（会社法

第七百四十九条第一項第一号 に規定する吸収合併消滅会社をいう。）（新設合併の場合にあって

は、新設合併消滅会社（同法第七百五十三条第一項第一号 に規定する新設合併消滅会社をい

う。））の従業員数証明書（第十条第一項ただし書の規定による地位の承継前の第一種特別贈与認

定中小企業者又は同条第二項ただし書の規定による地位の承継前の第一種特別相続認定中小企

業者のものを除く。）  
五  当該吸収合併存続会社等が株式会社である場合にあっては、当該合併効力発生日等における

当該吸収合併存続会社等の株主名簿の写し  
六  当該吸収合併存続会社等の当該合併効力発生日等の翌日の属する事業年度の直前の事業年度

の会社法第四百三十五条第二項 又は第六百十七条第二項 に規定する書類その他これらに類す

る書類  
七  当該合併効力発生日等における当該吸収合併存続会社等の資産の帳簿価額の総額及びその内

訳を記載した書面  
八  当該吸収合併存続会社等が上場会社等又は風俗営業会社のいずれにも該当しない旨の誓約書  



九  当該吸収合併存続会社等の特定特別子会社が風俗営業会社に該当しない旨の誓約書  
十  前各号に掲げるもののほか、第十条第一項各号又は第二項各号に掲げる事項に関し参考とな

る書類  
１０  第一項又は第三項の規定にかかわらず、前条第一項又は第二項の株式交換完全親会社等は、

都道府県知事に対し、株式交換効力発生日等の後、遅滞なく、同条第一項各号又は第二項各号に該

当する旨を報告しなければならない。この場合において、当該株式交換完全親会社等は、様式第十

四による報告書に、当該報告書の写し一通及び次に掲げる書類を添付して、都道府県知事に提出す

るものとする。  
一  株式交換契約書又は株式移転計画書の写し  
二  当該株式交換効力発生日等における当該株式交換完全親会社等の定款の写し  
三  当該株式交換効力発生日等の後の当該株式交換完全親会社等及び株式交換完全子会社等の登

記事項証明書  
四  当該株式交換効力発生日等の直前における当該株式交換完全親会社等の従業員数証明書  
五  当該株式交換完全親会社等が株式会社である場合にあっては、当該株式交換効力発生日等に

おける当該株式交換完全親会社等の株主名簿の写し  
六  当該株式交換完全親会社等の当該株式交換効力発生日等の翌日の属する事業年度の直前の事

業年度の会社法第四百三十五条第二項 又は第六百十七条第二項 に規定する書類その他これら

に類する書類  
七  株式移転の場合にあっては、株式移転設立完全親会社の成立の日における当該株式移転設立

完全親会社の資産の帳簿価額の総額及びその内訳を記載した書面  
八  当該株式交換完全親会社等が上場会社等又は風俗営業会社のいずれにも該当しない旨の誓約

書  
九  当該株式交換完全親会社等の特定特別子会社が風俗営業会社に該当しない旨の誓約書  
十  前各号に掲げるもののほか、前条第一項各号又は第二項各号に掲げる事項に関し参考となる

書類  
１１  第一項の規定にかかわらず、第一種特別贈与認定中小企業者は、当該認定の有効期限までに

当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種経営承継贈与者（当該第一種経営承継贈与者が当該第

一種特別贈与認定中小企業者の第一種経営承継受贈者へ第一種認定贈与株式を法第十二条第一項 
の認定に係る贈与をする前に、当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種認定贈与株式を法第十

二条第一項 の認定に係る受贈をしている場合にあっては、当該第一種特別贈与認定中小企業者の

第一種認定贈与株式を法第十二条第一項 の認定に係る贈与をした第一種経営承継受贈者のうち最

も古い時期に当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種認定贈与株式を法第十二条第一項 の認

定に係る受贈をした者に、贈与をした者とする。以下同じ。）の相続が開始した場合（当該認定に

係る贈与に係る贈与税申告期限前に当該第一種経営承継贈与者の相続が開始した場合を除く。）に

あっては、当該第一種経営承継贈与者の相続の開始の日（以下「第一種臨時贈与報告基準日」とい

う。）の翌日から八月を経過する日までに、次に掲げる事項を都道府県知事に報告しなければなら

ない。  
一  第一種臨時贈与報告基準期間（当該第一種臨時贈与報告基準日の直前の第一種贈与報告基準

日の翌日から当該第一種臨時贈与報告基準日までの間をいう。以下同じ。）における代表者の氏

名  
二  第一種臨時贈与雇用報告期間（当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種経営承継受贈者

の贈与税申告期限の翌日から当該認定の有効期限までの期間内に第一種経営承継贈与者の相続

が開始した場合における当該贈与税申告期限の翌日から当該相続の開始の日の前日までの期間

をいう。）の末日において、当該第一種臨時贈与雇用報告期間内に存する当該第一種特別贈与認

定中小企業者の第一種贈与報告基準日におけるそれぞれの常時使用する従業員の数の合計を当



該第一種臨時贈与雇用報告期間内に存する当該第一種贈与報告基準日の数で除して計算した数

（その数に一未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数）  
三  第一種臨時贈与報告基準期間における当該第一種特別贈与認定中小企業者の株主又は社員の

氏名及びこれらの者が有する株式等に係る議決権の数  
四 第一種臨時贈与報告基準期間において、当該第一種特別贈与認定中小企業者が上場会社等又は

風俗営業会社のいずれにも該当しないこと。  
五  第一種臨時贈与報告基準期間において、当該第一種特別贈与認定中小企業者が資産保有型会

社に該当しないこと。  
六  第一種臨時贈与報告基準事業年度（当該第一種臨時贈与報告基準日の直前の第一種贈与報告

基準日の翌日の属する事業年度から当該第一種臨時贈与報告基準日の翌日の属する事業年度の

直前の事業年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）においていずれも当該第一種特別贈与認

定中小企業者が資産運用型会社に該当しないこと。  
七  第一種臨時贈与報告基準事業年度における当該第一種特別贈与認定中小企業者の総収入金額  
八  第一種臨時贈与報告基準期間において、当該第一種特別贈与認定中小企業者の特定特別子会

社が風俗営業会社に該当しないこと。  
１２  前項の報告をしようとする第一種特別贈与認定中小企業者は、様式第十五による報告書に、

当該報告書の写し一通及び次に掲げる書類を添付して、都道府県知事に提出するものとする。  
一  第一種臨時贈与報告基準日における当該第一種特別贈与認定中小企業者の定款の写し  
二  登記事項証明書（第一種臨時贈与報告基準日以後に作成されたものに限る。）  
三  当該第一種特別贈与認定中小企業者が株式会社である場合にあっては、第一種臨時贈与報告

基準日における当該第一種特別贈与認定中小企業者の株主名簿の写し  
四  削除  
五  当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種臨時贈与報告基準事業年度の会社法第四百三十

五条第二項 又は第六百十七条第二項 に規定する書類その他これらに類する書類  
六  第一種臨時贈与報告基準期間において、当該第一種特別贈与認定中小企業者が上場会社等又

は風俗営業会社のいずれにも該当しない旨の誓約書  
七  第一種臨時贈与報告基準期間において、当該第一種特別贈与認定中小企業者の特定特別子会

社が風俗営業会社に該当しない旨の誓約書  
八  前各号に掲げるもののほか、前項各号に掲げる事項に関し参考となる書類  

１３  第十一項の報告をしようとする第一種特別贈与認定中小企業者であって次条第一項の確認を

受けようとするものは、前項の報告書を次条第二項の申請書と併せて都道府県知事に提出しなけれ

ばならない。  
１４  第一項及び第二項の規定は第二種特別贈与認定中小企業者（当該認定に係る第一種経営承継

贈与があった者に限る。）及び第二種特別相続認定中小企業者（当該認定に係る第一種経営承継贈与

があった者に限る。）について準用する。この場合において第一項中「当該認定に係る贈与」とある

のは「当該認定に係る第一種経営承継贈与」と、「当該第一種特別贈与認定中小企業者」とあるのは

「当該第二種特別贈与認定中小企業者又は当該第二種特別相続認定中小企業者」と、第二項中「当該

第一種特別贈与認定中小企業者」とあるのは「当該第二種特別贈与認定中小企業者又は当該第二種特

別相続認定中小企業者」と読み替えるものとする。 

１５  第三項及び第四項の規定は第二種特別贈与認定中小企業者（当該認定に係る第一種経営承継

相続があった者に限る。）又は第二種特別相続認定中小企業者（当該認定に係る第一種経営承継相続

があった者に限る。）について準用する。この場合において第三項中「当該認定に係る相続」とある

のは「当該認定に係る第一種経営承継相続」と、「当該第一種特別相続認定中小企業者」とあるのは

「当該第二種特別贈与認定中小企業者又は当該第二種特別相続認定中小企業者」と、第四項中「当該

第一種特別相続認定中小企業者」とあるのは「当該第二種特別贈与認定中小企業者又は当該第二種特



別相続認定中小企業者」と、と読み替えるものとする。 

１６  第五項、第六項及び第十一項から第十三項までの規定は第二種特別贈与認定中小企業者につ

いて準用する。この場合において第五項中「第一種経営承継受贈者」とあるのは「第二種経営承継受

贈者」と、「第一種随時贈与報告基準日」とあるのは「第二種随時贈与報告基準日」と、「第九条第

二項各号」とあるのは「第九条第四項の規定により読み替えられた同条第二項各号」と、「第一種随

時贈与報告基準期間」とあるのは「第二種随時贈与報告基準期間」と、「第一種随時贈与報告基準事

業年度」とあるのは「第二種随時贈与報告基準事業年度」と、「第九条第十項各号」とあるのは「第

九条第十一項の規定により読み替えられた同条第十項各号」と、「第一種認定贈与株式」とあるのは

「第二種認定贈与株式」と、「第一種特別贈与認定株式再贈与」とあるのは「第二種特別贈与認定株

式再贈与」と、第六項中「第一種経営承継受贈者」とあるのは「第二種経営承継受贈者」と、「第一

種随時贈与報告基準日」とあるのは「第二種随時贈与報告基準日」と、「第一種随時贈与報告基準事

業年度」とあるのは「第二種随時贈与報告基準事業年度」と、「第一種随時贈与報告基準期間」とあ

るのは「第二種随時贈与報告基準期間」と、第十一項中「第一項の規定」とあるのは「第一項又は第

三項の規定」と、「第一種経営承継贈与者」とあるのは「第二種経営承継贈与者」と、「第一種経営

承継受贈者へ」とあるのは「第二種経営承継受贈者へ」と、「第一種認定贈与株式」とあるのは「第

二種認定贈与株式」と、「第一種経営承継受贈者のうち」とあるのは「第二種経営承継受贈者のうち」

と、「第一種臨時贈与報告基準日」とあるのは「第二種臨時贈与報告基準日」と、「第一種臨時贈与

報告基準期間」とあるのは「第二種臨時贈与報告基準期間」と、「第一種臨時贈与雇用報告期間」と

あるのは「第二種臨時贈与雇用報告期間」と、「第一種経営承継受贈者の」とあるのは「第二種経営

承継受贈者へ」と、「第一種臨時贈与報告基準事業年度」とあるのは「第二種臨時贈与報告基準事業

年度」と、第十二項中「第一種臨時贈与報告基準日」とあるのは「第二種臨時贈与報告基準日」と、

「第一種臨時贈与報告基準事業年度」とあるのは「第二種臨時贈与報告基準事業年度」と、「第一種

臨時贈与報告基準期間」とあるのは「第二種臨時贈与報告基準期間」と、第十三項中「第十一項」と

あるのは「第十六項の規定により読み替えられた第十一項」と、「次条第一項」とあるのは「次条第

三項の規定により読み替えられた同条第一項」と、「次条第二項」とあるのは「同条第三項の規定に

より読み替えられた同条第二項」と、読み替えるものとする。 

１７  第七項及び第八項の規定は第二種特別相続認定中小企業者にのは「第一項及び第三項」と、

「第一種経営承継相続人」とあるのは「第二種経営承継相続人」と、「第一種随時相続報告基準日」

とあるのは「第二種随時相続報告基準日」と、「第九条第三項各号」とあるのは「第九条第五項の規

定により読み替えられた同条第三項各号」と、「第一種随時相続報告基準期間」とあるのは「第二種

随時相続報告基準期間」と、「第一種相続報告基準日」とあるのは「第二種相続報告基準日」と、「第

一種随時相続報告基準事業年度」とあるのは「第二種随時相続報告基準事業年度」と、「第九条第十

項各号」とあるのは「第九条第十一項の規定により読み替えられた同条第十項各号」と、「第一種認

定相続株式」とあるのは「第二種認定相続株式」と、「第一種特別相続認定株式贈与」とあるのは「第

二種特別相続認定株式贈与」と、第八項中「第一種経営承継相続人」とあるのは「第二種経営承継相

続人」と、「第九条第十項」とあるのは「第九条第十一項の規定により読み替えられた同条第十項」

と、「第一種随時相続報告基準日」とあるのは「第二種随時相続報告基準日」と、「第一種随時相続

報告基準事業年度」とあるのは「第二種随時相続報告基準事業年度」と、「第一種随時相続報告基準

期間」とあるのは「第二種随時相続報告基準期間」と読み替えるものとする。 

１８  第九項及び第十項の規定は第二種特別贈与認定中小企業者及び第二種特別相続認定中小企業

者について準用する。この場合において、第九項中「第十条第一項又は第二項」とあるのは「第十条

第三項の規定により読み替えられた同条第一項又は同条第四項の規定により読み替えられた同条第

二項」と、「同条第一項各号又は第二項各号」とあるのは「同条第三項の規定により読み替えられた

同条第一項各号又は同条第四項の規定により読み替えられた同条第二項各号」と、「第十条第一項た

だし書の規定による」とあるのは「第十条第三項の規定により読み替えられた同条第一項ただし書の



規定による」と、「同条第二項ただし書の規定による」とあるのは「同条第四項の規定により読み替

えられた同条第二項ただし書の規定による」と、第十項中「前条第一項又は第二項」とあるのは「前

条第三項の規定により読み替えられた同条第一項又は同条第四項の規定により読み替えられた同条

第二項」と、「同条第一項各号又は第二項各号」とあるのは「同条第三項の規定により読み替えられ

た同条第一項又は同条第四項の規定により読み替えられた同条第二項各号」と読み替えるものとす

る。 

１９  第一項、第二項、第五項、第六項及び第十一項から第十三項までの規定（第十一項第二号を

除く。）は第一種特例贈与認定中小企業者について準用する。この場合において第一項中「第一種贈

与報告基準日」とあるのは「第一種特例贈与報告基準日」と、「第一種贈与報告基準期間」とあるの

は「第一種特例贈与報告基準期間」と、「第一種贈与認定申請基準日」とあるのは「第一種特例贈与

認定申請基準日」と、「第一種贈与報告基準事業年度」とあるのは「第一種特例贈与報告基準事業年

度」と、第二項中「第一種贈与報告基準日」とあるのは「第一種特例贈与報告基準日」と、「第一種

贈与報告基準事業年度」とあるのは「第一種特例贈与報告基準事業年度」と、「第一種贈与報告基準

期間」とあるのは「第一種特例贈与報告基準期間」と、第五項中「第一種経営承継受贈者」とあるの

は「第一種特例経営承継受贈者」と、「第一種随時贈与報告基準日」とあるのは「第一種特例随時贈

与報告基準日」と、「第九条第二項各号」とあるのは「第九条第六項の規定により読み替えられた同

条第二項各号」と、「第一種随時贈与報告基準期間」とあるのは「第一種特例随時贈与報告基準期間」

と、「第一種贈与報告基準日」とあるのは「第一種特例贈与報告基準日」と、「第一種随時贈与報告

基準事業年度」とあるのは「第一種特例随時贈与報告基準事業年度」と、「第九条第十項各号」とあ

るのは「第九条第十二項の規定により読み替えられた同条第十項各号」と、「第一種認定贈与株式」

とあるのは「第一種特例認定贈与株式」と、「第一種特別贈与認定株式再贈与」とあるのは「第二種

特別贈与認定株式再贈与」と、第六項中「第一種経営承継受贈者」とあるのは「第一種特例経営承継

受贈者」と、「第九条第十項」とあるのは「第九条第十二項の規定により読み替えられた同条第十項」

と、「第一種随時贈与報告基準日」とあるのは「第一種特例随時贈与報告基準日」と、「第一種随時

贈与報告基準事業年度」とあるのは「第一種特例随時贈与報告基準事業年度」と、「第一種随時贈与

報告基準期間」とあるのは「第一種特例随時贈与報告基準期間」と、第十一項中「第一種経営承継贈

与者」とあるのは「第一種特例経営承継贈与者」と、「第一種経営承継受贈者」とあるのは「第一種

特例経営承継受贈者」と、「第一種認定贈与株式」とあるのは「第一種特例認定贈与株式」と、「第

一種臨時贈与報告基準日」とあるのは「第一種特例臨時贈与報告基準日」と、「第一種臨時贈与報告

基準期間」とあるのは「第一種特例臨時贈与報告基準期間」と、「第一種贈与報告基準日」とあるの

は「第一種特例贈与報告基準日」と、「第一種臨時贈与報告基準事業年度」とあるのは「第一種特例

臨時贈与報告基準事業年度」と、第十二項中「第一種臨時贈与報告基準日」とあるのは「第一種特例

臨時贈与報告基準日」と、「第一種臨時贈与報告基準事業年度」とあるのは「第一種特例臨時贈与報

告基準事業年度」と、「第一種臨時贈与報告基準期間」とあるのは「第一種特例臨時贈与報告基準期

間」と、第十三項中「第十一項」とあるのは「第十九項の規定により読み替えられた第十一項」と、

「次条第一項」とあるのは「次条第四項の規定により読み替えられた同条第一項」と、「次条第二項」

とあるのは「同条第四項の規定により読み替えられた同条第二項」と読み替えるものとする。 

２０  第三項、第四項、第七項及び第八項の規定は第一種特例相続認定中小企業者について準用す

る。この場合において、第三項中「第一種相続報告基準日」とあるのは「第一種特例相続報告基準日」

と、「第一種相続報告基準期間」とあるのは「第一種特例相続報告基準期間」と、「第一種相続認定

申請基準日」とあるのは「第一種特例相続認定申請基準日」と、「第一種相続報告基準事業年度」と

あるのは「第一種特例相続報告基準事業年度」と、第四項中「第一種相続報告基準日」とあるのは「第

一種特例相続報告基準日」と、「第一種相続報告基準事業年度」とあるのは「第一種特例相続報告基

準事業年度」と、「第一種相続報告基準期間」とあるのは「第一種特例相続報告基準期間」と、第七

項中「第一種経営承継相続人」とあるのは「第一種特例経営承継相続人」と、「第一種随時相続報告



基準日」とあるのは「第一種特例随時相続報告基準日」と、「第九条第三項各号」とあるのは「第九

条第七項の規定により読み替えられた同条第三項各号」と、「第一種随時相続報告基準期間」とある

のは「第一種特例随時相続報告基準期間」と、「第一種相続報告基準日」とあるのは「第一種特例相

続報告基準日」と、「第一種随時相続報告基準事業年度」とあるのは「第一種特例随時相続報告基準

事業年度」と、「第九条第十項各号」とあるのは「第九条第十二項の規定により読み替えられた同条

第十項各号」と、「第一種認定相続株式」とあるのは「第一種特例認定相続株式」と、「第一種特別

相続認定株式贈与」とあるのは「第一種特例相続認定株式贈与」と、第八項中「第一種経営承継相続

人」とあるのは「第一種特例経営承継相続人」と、「第九条第十項」とあるのは「第九条第十二項の

規定により読み替えられた同条第十項」と、「第一種随時相続報告基準日」とあるのは「第一種特例

随時相続報告基準日」と、「第一種随時相続報告基準事業年度」とあるのは「第一種特例随時相続報

告基準事業年度」と、「第一種随時相続報告基準期間」とあるのは「第一種特例随時相続報告基準期

間」と読み替えるものとする。 

２１  第九項及び第十項の規定は第一種特例贈与認定中小企業者及び第一種特例相続認定中小企業

者について準用する。この場合において、第九項中「第十条第一項又は第二項」とあるのは「第十条

第五項の規定により読み替えられた同条第一項又は同条第六項の規定により読み替えられた同条第

二項」と、「同条第一項各号又は第二項各号」とあるのは「同条第五項の規定により読み替えられた

同条第一項各号又は同条第六項の規定により読み替えられた同条第二項各号」と、「第十条第一項た

だし書の規定による」とあるのは「第十条第五項の規定により読み替えられた同条第一項ただし書の

規定による」と、「同条第二項ただし書の規定による」とあるのは「同条第六項の規定により読み替

えられた同条第二項ただし書の規定による」と、第十項中「前条第一項又は第二項」とあるのは「前

条第五項の規定により読み替えられた同条第一項又は同条第六項の規定により読み替えられた同条

第二項」と、「同条第一項各号又は第二項各号」とあるのは「同条第五項の規定により読み替えられ

た同条第一項又は同条第六項の規定により読み替えられた同条第二項各号」と読み替えるものとす

る。 

２２  第一項及び第二項の規定は、第二種特例贈与認定中小企業者（当該認定に係る第二種特例経

営承継受贈者が、当該中小企業者の株式等につき最初に受けた法第十二条第一項の認定（第六条第一

項第十一号から第十四号までの事由に係るものに限る。）に事由が、同項第十一号の贈与である者に

限る。）又は第二種特例相続認定中小企業者（当該認定に係る第二種特例経営承継相続人が、当該中

小企業者の株式等につき最初に受けた法第十二条第一項の認定（第六条第一項第十一号から第十四号

までの事由に係るものに限る。）に係る事由が、同項第十一号の贈与である者に限る。）について準

用する。この場合において、第一項中「当該認定に係る贈与に係る贈与税申告期限から五年間」とあ

るのは「当該認定の有効期間中（当該認定に係る贈与税申告期限以前の期間及び相続税申告期限以前

の期間を除く。）」と、「当該贈与税申告期限の翌日から起算して一年を経過するごとの日（以下「第

一種贈与報告基準日」という。）」とあるのは「当該認定に係る第一種特例経営承継贈与に係る第一

種特例贈与報告基準日」と、「第一種贈与報告基準期間（当該第一種贈与報告基準日の属する年の前

年の第一種贈与報告基準日（これに当たる日がないときは、第一種贈与認定申請基準日。以下同じ。）

の翌日から当該第一種贈与報告基準日までの間をいう。以下同じ。）」とあるのは「第一種特例贈与

報告基準期間」と、「第一種贈与認定申請基準日」とあるのは「第一種特例贈与報告基準日」と、「当

該第一種特別贈与認定中小企業者」とあるのは「当該第二種特例贈与認定中小企業者又は当該第二種

特例相続認定中小企業者」と、「第一種贈与報告基準事業年度（当該第一種贈与報告基準日の属する

年の前年の第一種贈与報告基準日の翌日の属する事業年度から当該第一種贈与報告基準日の翌日の

属する事業年度の直前の事業年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）」とあるのは「第一種特例

贈与報告基準事業年度」と、第二項中「第一種贈与報告基準日」とあるのは「第一種特例贈与報告基

準日」と、「当該第一種特別贈与認定中小企業者」とあるのは「当該第二種特例贈与認定中小企業者

又は当該第二種特例相続認定中小企業者」と、「第一種贈与報告基準事業年度」とあるのは「第一種



特例贈与報告基準事業年度」と、「第一種贈与報告基準期間」とあるのは「第一種特例贈与報告基準

期間」と読み替えるものとする。 

２３  第三項及び第四項の規定は、第二種特例贈与認定中小企業者（当該認定に係る第二種特例経

営承継受贈者が、当該中小企業者の株式等につき最初に受けた法第十二条第一項の認定（第六条第一

項第十一号から第十四号までの事由に係るものに限る。）に係る事由が、同項第十二号の相続又は遺

贈である者に限る。）又は第二種特例相続認定中小企業者（当該認定に係る第二種特例経営承継相続

人が、当該中小企業者の株式等につき最初に受けた法第十二条第一項の認定（第六条第一項第十一号

から第十四号までの事由に係るものに限る。）に係る事由が、同項第十二号の相続又は遺贈である者

に限る。）について準用する。この場合において、第三項中「当該認定に係る相続に係る相続税申告

期限から五年間」とあるのは「当該認定の有効期間中（当該認定に係る贈与税申告期限以前の期間及

び相続税申告期限以前の期間を除く。）」と、「当該相続税申告期限の翌日から起算して一年を経過

するごとの日（以下「第一種相続報告基準日」という。）」とあるのは「当該認定に係る第一種特例

経営承継相続に係る第一種特例相続報告基準日」と、「第一種相続報告基準期間（当該第一種相続報

告基準日の属する年の前年の第一種相続報告基準日（これに当たる日がないときは、第一種相続認定

申請基準日。以下同じ。）の翌日から当該第一種相続報告基準日までの間をいう。以下同じ。）」と

あるのは「第一種特例相続報告基準期間」と、「第一種相続報告基準日」とあるのは「第一種特例相

続報告基準日」と、「当該第一種特別相続認定中小企業者」とあるのは「当該第二種特例贈与認定中

小企業者又は当該第二種特例相続認定中小企業者」と、「第一種相続報告基準事業年度（当該第一種

相続報告基準日の属する年の前年の第一種相続報告基準日の翌日の属する事業年度から当該第一種

相続報告基準日の翌日の属する事業年度の直前の事業年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）」

とあるのは「第一種特例相続報告基準事業年度」と、第四項中「第一種相続報告基準日」とあるのは

「第一種特例相続報告基準日」と、「当該第一種特別相続認定中小企業者」とあるのは「当該第二種

特例贈与認定中小企業者又は当該第二種特例相続認定中小企業者」と、「第一種相続報告基準事業年

度」とあるのは「第一種特例相続報告基準事業年度」と、「第一種相続報告基準期間」とあるのは「第

一種特例相続報告基準期間」と読み替えるものとする。 

２４  第一項及び第二項の規定は、第二種特例贈与認定中小企業者（当該認定に係る第二種特例経

営承継受贈者が、当該中小企業者の株式等につき最初に受けた法第十二条第一項の認定（第六条第一

項第十一号から第十四号までの事由に係るものに限る。）に係る贈与である者に限る。）について準

用する。この場合において、第一項中「第一種贈与報告基準日」とあるのは「第二種特例贈与報告基

準日」と、「第一種贈与報告基準期間」とあるのは「第二種特例贈与報告基準期間」と、「第一種贈

与認定申請基準日」とあるのは「第二種特例贈与認定申請基準日」と、「第一種贈与報告基準事業年

度」とあるのは「第二種特例贈与報告基準事業年度」と、第二項中「第一種贈与報告基準日」とある

のは「第二種特例贈与報告基準日」と、「第一種贈与報告基準事業年度」とあるのは「第二種特例贈

与報告基準事業年度」と、「第一種贈与報告基準期間」とあるのは「第二種特例贈与報告基準期間」

と読み替えるものとする。 

２５  第三項及び第四項の規定は、第二種特例相続認定中小企業者（当該認定に係る第二種特例経

営承継相続人が、当該中小企業者の株式等につき最初に受けた法第十二条第一項の認定（第六条第一

項第十一号から第十四号までの事由に係るものに限る。）に係る相続又は遺贈である者に限る。）に

ついて準用する。この場合において、第三項中「第一種相続報告基準日」とあるのは「第二種特例相

続報告基準日」と、「第一種相続報告基準期間」とあるのは「第二種特例相続報告基準期間」と、「第

一種相続認定申請基準日」とあるのは「第二種特例相続認定申請基準日」と、「第一種相続報告基準

事業年度」とあるのは「第二種特例相続報告基準事業年度」と、第四項中「第一種相続報告基準日」

とあるのは「第二種特例相続報告基準日」と、「第一種相続報告基準事業年度」とあるのは「第二種

特例相続報告基準事業年度」と、「第一種相続報告基準期間」とあるのは「第二種特例相続報告基準

期間」と読み替えるものとする。 



２６  第一項及び第二項の規定は、第二種特例贈与認定中小企業者（当該認定に係る第二種特例経

営承継受贈者が、当該中小企業者の株式等につき最初に受けた法第十二条第一項の認定（第六条第一

項第十一号から第十四号までの事由に係るものに限る。）に係る事由が、同項第十三号の贈与である

者（第二十四項に規定する者を除く。）に限る。）又は第二種特例相続認定中小企業者（当該認定に

係る第二種特例経営承継相続人が、当該中小企業者の株式等につき最初に受けた法第十二条第一項の

認定（第六条第一項第十一号から第十四号までの事由に係るものに限る。）に係る事由が、同項第十

三号の贈与である者に限る。）について準用する。この場合において、第一項中「当該認定に係る贈

与に係る贈与税申告期限から五年間」とあるのは「当該認定の有効期間中（当該認定に係る贈与税申

告期限以前の期間及び相続税申告期限以前の期間を除く。）」と、「当該贈与税申告期限の翌日から

起算して一年を経過するごとの日（以下「第一種贈与報告基準日」という。）」とあるのは「最初の

認定に係る第二種特例贈与報告基準日」と、「第一種贈与報告基準期間（当該第一種贈与報告基準日

の属する年の前年の第一種贈与報告基準日（これに当たる日がないときは、第一種贈与認定申請基準

日。以下同じ。）の翌日から当該第一種贈与報告基準日までの間をいう。以下同じ。）」とあるのは

「当該最初の認定に係る第二種特例贈与報告基準期間」と、「第一種贈与認定申請基準日」とあるの

は「当該最初の認定に係る第二種特例贈与報告基準日」と、「当該第一種特別贈与認定中小企業者」

とあるのは「当該第二種特例贈与認定中小企業者又は当該第二種特例相続認定中小企業者」と、「第

一種贈与報告基準事業年度（当該第一種贈与報告基準日の属する年の前年の第一種贈与報告基準日の

翌日の属する事業年度から当該第一種贈与報告基準日の翌日の属する事業年度の直前の事業年度ま

での各事業年度をいう。以下同じ。）」とあるのは「当該最初の認定に係る第二種特例贈与報告基準

事業年度」と、第二項中「第一種贈与報告基準日」とあるのは「当該最初の認定に係る第二種特例贈

与報告基準日」と、「当該第一種特別贈与認定中小企業者」とあるのは「当該第二種特例贈与認定中

小企業者又は当該第二種特例相続認定中小企業者」と、「第一種贈与報告基準事業年度」とあるのは

「当該最初の認定に係る第二種特例贈与報告基準事業年度」と、「第一種贈与報告基準期間」とある

のは「当該最初の認定に係る第二種特例贈与報告基準期間」と読み替えるものとする。 

２７  第三項及び第四項の規定は、第二種特例贈与認定中小企業者（当該認定に係る第二種特例経

営承継受贈者が、当該中小企業者の株式等につき最初に受けた法第十二条第一項の認定（第六条第一

項第十一号から第十四号までの事由に係るものに限る。）に係る事由が、同項第十四号の相続である

者に限る。）又は第二種特例相続認定中小企業者（当該認定に係る第二種特例経営承継相続人が、当

該中小企業者の株式等につき最初に受けた法第十二条第一項の認定（第六条第一項第十一号から第十

四号までの事由に係るものに限る。）に係る事由が、同項第十四号の相続である者（第二十五項に規

定する者を除く。）に限る。）について準用する。この場合において、第三項中「当該認定に係る相

続に係る相続税申告期限から五年間」とあるのは「当該認定の有効期間中（当該認定に係る贈与税申

告期限以前の期間及び相続税申告期限以前の期間を除く。）」と、「当該相続税申告期限の翌日から

起算して一年を経過するごとの日（以下「第一種相続報告基準日」という。）」とあるのは「当該最

初の認定に係る第二種特例相続報告基準日」と、「第一種相続報告基準期間（当該第一種相続報告基

準日の属する年の前年の第一種相続報告基準日（これに当たる日がないときは、第一種相続認定申請

基準日。以下同じ。）の翌日から当該第一種相続報告基準日までの間をいう。以下同じ。）」とある

のは「当該最初の認定に係る第二種特例相続報告基準期間」と、「第一種相続報告基準日」とあるの

は「最初の認定に係る第二種特例相続報告基準日」と、「当該第一種特別相続認定中小企業者」とあ

るのは「当該第二種特例贈与認定中小企業者又は当該第二種特例相続認定中小企業者」と、「第一種

相続報告基準事業年度（当該第一種相続報告基準日の属する年の前年の第一種相続報告基準日の翌日

の属する事業年度から当該第一種相続報告基準日の翌日の属する事業年度の直前の事業年度までの

各事業年度をいう。以下同じ。）」とあるのは「当該最初の認定に係る第二種特例相続報告基準事業

年度」と、第四項中「第一種相続報告基準日」とあるのは「当該最初の認定に係る第二種特例相続報

告基準日」と、「当該第一種特別相続認定中小企業者」とあるのは「当該第二種特例贈与認定中小企



業者又は当該第二種特例相続認定中小企業者」と、「第一種相続報告基準事業年度」とあるのは「当

該最初の認定に係る第二種特例相続報告基準事業年度」と、「第一種相続報告基準期間」とあるのは

「当該最初の認定に係る第二種特例相続報告基準期間」と読み替えるものとする。 

２８  第五項、第六項及び第十一項から第十三項までの規定（第十一項第二号を除く。）は第二種

特例贈与認定中小企業者について準用する。この場合において第五項中「第一種経営承継受贈者」と

あるのは「第二種特例経営承継受贈者」と、「第一種随時贈与報告基準日」とあるのは「第二種特例

随時贈与報告基準日」と、「第九条第二項各号」とあるのは「第九条第八項の規定により読み替えら

れた同条第二項各号」と、「第一種随時贈与報告基準期間」とあるのは「第二種特例随時贈与報告基

準期間」と、「第一種随時贈与報告基準事業年度」とあるのは「第二種特例随時贈与報告基準事業年

度」と、「第九条第十項各号」とあるのは「第九条第十三項の規定により読み替えられた同条第十項

各号」と、「第一種認定贈与株式」とあるのは「第二種特例認定贈与株式」と、「第一種特別贈与認

定株式再贈与」とあるのは「第二種特例贈与認定株式再贈与」と、第六項中「第一種経営承継受贈者」

とあるのは「第二種特例経営承継受贈者」と、「第九条第十項」とあるのは「第九条第十三項の規定

により読み替えられた第十項」と、「第一種随時贈与報告基準日」とあるのは「第二種特例随時贈与

報告基準日」と、「第一種随時贈与報告基準事業年度」とあるのは「第二種特例随時贈与報告基準事

業年度」と、「第一種随時贈与報告基準期間」とあるのは「第二種特例随時贈与報告基準期間」と、

第十一項中「第一種経営承継贈与者」とあるのは「第二種特例経営承継贈与者」と、「第一種経営承

継受贈者」とあるのは「第二種特例経営承継受贈者」と、「第一種認定贈与株式」とあるのは「第二

種特例認定贈与株式」と、「第一種臨時贈与報告基準日」とあるのは「第二種特例臨時贈与報告基準

日」と、「第一種臨時贈与報告基準期間」とあるのは「第二種特例臨時贈与報告基準期間」と、「第

一種贈与報告基準日」とあるのは「第一種特例贈与報告基準日又は第二種特例贈与報告基準日」と、

「第一種臨時贈与報告基準事業年度」とあるのは「第二種特例臨時贈与報告基準事業年度」と、第十

二項中「第一種臨時贈与報告基準日」とあるのは「第二種特例臨時贈与報告基準日」と、「第一種臨

時贈与報告基準事業年度」とあるのは「第二種特例臨時贈与報告基準事業年度」と、「第一種臨時贈

与報告基準期間」とあるのは「第二種特例臨時贈与報告基準期間」と、第十三項中「第十一項」とあ

るのは「第二十八項の規定により読み替えられた第十一項」と、「次条第一項」とあるのは「次条第

五項の規定により読み替えられた同条第一項」と、「次条第二項」とあるのは「同条第五項の規定に

より読み替えられた同条第二項」と、読み替えるものとする。 

２９  第七項及び第八項の規定は第二種特例相続認定中小企業者について準用する。この場合にお

いて第七項中「第三項」とあるのは「第一項及び第三項」と、「第一種経営承継相続人」とあるのは

「第二種特例経営承継相続人」と、「第一種随時相続報告基準日」とあるのは「第二種特例随時相続

報告基準日」と、「第九条第三項各号」とあるのは「第九条第九項の規定により読み替えられた同条

第三項各号」と、「第一種随時相続報告基準期間」とあるのは「第二種特例随時相続報告基準期間」

と、「第一種相続報告基準日」とあるのは「第一種特例相続報告基準日又は第二種特例相続報告基準

日」と、「第一種随時相続報告基準事業年度」とあるのは「第二種特例随時相続報告基準事業年度」

と、「第九条第十項各号」とあるのは「第九条第十三項の規定により読み替えられた同条第十項各号」

と、「第一種認定相続株式」とあるのは「第二種特例認定相続株式」と、「第一種特別相続認定株式

贈与」とあるのは「第二種特例相続認定株式贈与」と、第八項中「第一種経営承継相続人」とあるの

は「第二種特例経営承継相続人」と、「第九条第十項」とあるのは「第九条第十三項の規定により読

み替えられた同条第十項」と、「第一種随時相続報告基準日」とあるのは「第二種特例随時相続報告

基準日」と、「第一種随時相続報告基準事業年度」とあるのは「第二種特例随時相続報告基準事業年

度」と、「第一種随時相続報告基準期間」とあるのは「第二種特例随時相続報告基準期間」と読み替

えるものとする。 

３０  第九項及び第十項の規定は第二種特例贈与認定中小企業者及び第二種特例相続認定中小企業

者について準用する。この場合において、第九項中「第十条第一項又は第二項」とあるのは「第十条



第七項の規定により読み替えられた同条第一項又は同条第八項の規定により読み替えられた同条第

二項」と、「同条第一項各号又は第二項各号」とあるのは「同条第七項の規定により読み替えられた

同条第一項各号又は同条第八項の規定により読み替えられた同条第二項各号」と、「第十条第一項た

だし書の規定による」とあるのは「第十条第三項の規定により読み替えられた同条第一項ただし書の

規定による」と、「同条第二項ただし書の規定による」とあるのは「同条第四項の規定により読み替

えられた同条第二項ただし書の規定による」と、第十項中「前条第一項又は第二項」とあるのは「前

条第三項の規定により読み替えられた同条第一項又は同条第四項の規定により読み替えられた同条

第二項」と、「同条第一項各号又は第二項各号」とあるのは「同条第三項の規定により読み替えられ

た同条第一項又は同条第四項の規定により読み替えられた同条第二各号」と読み替えるものとする。 

３１  都道府県知事は、第一項及び第三項（第十四項、第十五項、第十九項、第二十項及び第二十

二項から第二十七項までの規定により準用される場合を含む。）の報告を受けた場合には第九条第二

項各号又は第三項各号（同条第四項から第九項までの規定により準用される場合を含む。）に該当し

ないこと、第五項の表の第二号及び第七項の表の第二号（第十六項、第十七項、第十九項、第二十項、

第二十八項及び第二十九項の規定により準用される場合を含む。）の報告を受けた場合には第九条第

二項第二号から第二十二号まで又は第九条第三項第二号から第二十号まで（同条第四項から第九項ま

での規定により準用される場合を含む。）に該当しないこと、第五項の表の第三号及び第七項の表の

第三号（第十六項、第十七項、第十九項、第二十項、第二十八項及び第二十九項の規定により準用さ

れる場合を含む。）の報告を受けた場合には第九条第十項各号（同条第十一項から第十三項までの規

定により準用される場合を含む。）のいずれかに該当するに至っていること並びに第九条第二項第一

号から第三号まで、第六号、第七号及び第九号から第二十二号まで又は第九条第三項第一号から第三

号まで、第六号、第七号及び第九号から第二十号まで（同条第四項から第九項までの規定により準用

される場合を含む。）に該当しないこと、第九項（第十八項、第二十一項及び第三十項の規定により

準用される場合を含む。）の報告を受けた場合には第十条第一項各号又は第二項各号（同条第三項か

ら第八項までの規定により準用される場合を含む。）に該当すること、第十項（第十八項、第二十一

項及び第三十項の規定により準用される場合を含む。）の報告を受けた場合には前条第一項各号又は

第二項各号（同条第三項から第八項までの規定により準用される場合を含む。）に該当すること、並

びに第十一項（第十六項、第十九項及び第二十八項の規定により準用される場合を含む。）の報告を

受けた場合には第九条第二項各号（第二十二号を除き、同条第四項、第六項及び第八項の規定により

準用される場合を含む。）に該当しないことをそれぞれ確認したときは、これらの報告をした第一種

特別贈与認定中小企業者、第一種特別相続認定中小企業者、第二種特別贈与認定中小企業者、第二種

特別相続認定中小企業者、第一種特例贈与認定中小企業者、第一種特例相続認定中小企業者、第二種

特例贈与認定中小企業者又は第二種特例相続認定中小企業者（第九項（第十八項、第二十一項及び第

三十項の規定により準用される場合を含む。）の報告を受けた場合にあっては吸収合併存続会社等、

第十項（第十八項、第二十一項及び第三十項の規定により準用される場合を含む。）の報告を受けた

場合にあっては株式交換完全親会社等）に対し、様式第十六による確認書を交付するものとする。 

 
 

 


